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研究要旨 
本年度の分担研究報告は以下の 3 点からなる。 
1． 「老衰死」再考。 

1-1 「診断としての老衰」と「死因としての老衰(老衰死）」 
1-2 老衰死の意味の変化：20 世紀後半の老衰は医学的に減少したが、21

世紀の老衰は社会的ラベルとして増加している。 
1-3 老衰死の性比：年齢補正をおこなっても、依然として女性の老衰死

は男性に比べて高い。 
2．死亡診断書での「老衰」と記入について、現場での経験の豊富な医師を
対象に追加調査を行った 
3. 『いわゆる自然死』とは何か 
医師を対象とした質的調査においても、現行の『死亡診断書（死体検案書）

記入マニュアル』において「自然死」自体の定義を示すことなく、『いわゆ
る自然死』としたことで、記入者である個々の医師の恣意的な判断に委ねる
ことになっている。老衰記載についてのガイドラインと整合性を保つために
も、この「自然死」を明示していくことが必要である。 

 
Ａ．研究目的 
 わが国の死因統計によれば、「老衰死」は
2024 年には死因順位第 3 位で、全死亡の
13％を占めている。人口の高齢化が進んで
いるとはいえ、これは世界的にみてきわめ
て特異な現象であり、死因構造の国際比較
にも支障をきたすことになる。そこで、
ICD-11 の導入にあたり、「老衰」をどのよ
うに扱うべきかを明確化することが必要で
ある。「老衰」は生物医学的診断名ではなく、
ICD-11 においても死因不明と同等の扱い
となっているにもかかわらず、「老衰」の多
いことはわが国の文化的、社会的背景を抜

きにして論議することはできない。そのた
めに、現状を数量的ならびに質的に把握し
たうえで、現場で活用可能な適切なガイド
ラインの提示が必要であれば、その検討を
行うことを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
研究班全体としては、ICD-11 の適用の際
に分類上問題となる「老衰」について、現
場での死亡診断書記載の際の医師の意識を
中心に質的研究を進めた。また、分担研究
としては、わが国の人口動態統計の年次別
報告をもちいて、把握できる歴史的特徴を
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客観的に明らかにし、インタビューによる
調査を補完する。 

 

（倫理面への配慮） 
老衰の死亡診断書の記載に関わる質的調査
の倫理審査は、国立社会保障・人口問題研
究所における人を対象とする研究に関する
倫理指針及び国立社会保障・人口問題研究
所研究倫理審査委員会規程に基づく研究倫
理審査のガイドラインに基づき、国立社会
保障・人口問題研究所倫理審査委員会にて
実 施 し 承 認 を 受 け た （ 承 認 番 号
IPSS-IBRA#24001）。 
 

Ｃ．研究成果 
 本報告では、戦後の日本の死因順位にお
いて「老衰」が減少し、近年ふたたび上昇
していることについて検討を加え、あわせ
て男女差についても言及する。 
1-1 老衰死の意味の変化 
 わが国においては、老衰は 20 世紀後半
に減少し、21 世紀に入っていちじるしく増
加しつつある。世界的には「老衰死」とい
う死因がつけられることはきわめて少ない。
もちろん、それは医学的に妥当な死因とし
て認められないからである。 
 図 1 に示すように、老衰の死亡率は減少
したが、ふたたび増加している。死亡割合
の順位が現在、悪性新生物、心疾患に次い
で第 3 位であることは、世界的な標準から
して異常な事態であることは指摘されてき
た。もちろん高齢者人口の増加によるもの
であることは言うをまたない。しかし、す
べてをわが国の人口の高齢化に帰すること
はできない。 

 
 
 図 2は年齢構成を考慮して標準化した死
亡率（平成 27 年の人口構成を基準人口と
した年齢調整死亡率）である。両者を比較
すると、20 世紀の老衰の減少は医療水準の
上昇にともなっての低下が著しかった。 

 
この背景には、図 3 に示すような死亡場所
の変化がある。20 世紀半ばには病院での死
亡が 10％であったが、20 世紀末には 80％
にまで上昇している。すなわち、20 世紀後
半の老衰の減少は病院医療によるところが
大きかったことがわかる。 
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1-2 老衰死の性比 
 一昨年の報告でも触れたが、表 1 のよう
に近年の 2024 年のデータにおいても変わ
らず、女性の方が男性よりも老衰死の割合
が高い。全体としては女性が男性の 2.6 倍
である。これは女性の方が高齢で亡くなる
数が多いので当然である。 
しかし、年齢を 5 歳ごとに区分して年齢

の影響を除去して比較しても、どの年齢層
においても女性の方で死亡割合が高い。た
とえば、80～85 歳でみると男性は全死亡の
9.4％が老衰であるのに対し、女性では
16.2％が老衰の死亡診断である。女性の方
が 1.7 倍となっている。 
 

 
 
 死亡診断は単に医学的な生物学的判断で
はなく、一定の条件の下での名づけであり、
「ラベルつけ」である。もちろん生物学的
に女性の方が終末期に老衰状態となりやす
く、その結果として死因が老衰となる医療
プロセスあるいは死後の死因決定に、社会
的役割としてのジェンダー格差が生じてい
ると考えられる。 
現場の医師とのインタビューでは男女で

死因を考慮することはないとすべての医師
が回答している。にもかかわらず女性の老
衰死が男性に比べて多いのは事実であり、
生物学的根拠の有無も含めて今後の課題と
して残したい。 
 
2．死亡診断書への「老衰」という記入に関

わる質的研究(追加調査) 
 前年度、報告者を含めた「老衰に関する
研究班」では、「老衰の死亡診断書の記載に
関わる質的調査」を実施した。今年度、報
告者(丸井)は追加の調査を行ったので、こ
の例について報告する。 
 年齢としては 85 歳以上が目安で、老衰
と判断する最大の指標の一つは、「食べられ
なくなって、痩せてきて、弱ってくる」と
いう自然な衰弱のプロセス、とくに、「食べ
られなくなる」ことは大きな判断材料とな
る。過去に癌や脳血管障害などの既往があ
っても、積極的な治療を行っておらず、状
態が落ち着いている場合は、老衰とみなす。 
 とくに、施設（介護老人福祉施設など）
や自宅での「看取り介護」の同意があるこ
とが、老衰と記載する判断に強く影響する。 
 そのような例では、「看取り」の段階では、
人工的な水分・栄養補給を行わず、「自然な
形に任せる」という方針が家族と共有され
ている。他の疾患（肺炎など）が最後の一
押しになったとしても、それが「治せる領
域」での発症でなく、全体的な老衰の過程
の一部であれば、老衰と記載する。 
 単に医学的な状態だけでなく、「余計な医
療介入をせず、自然な経過で亡くなること」
という家族との合意や、看取りのプロセス
全体を評価して、老衰という診断をしてい
る。 
このように、施設や自宅での「看取り介

護」という進め方は、老衰と自然死とを考
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える上で有用である。 
 
Ｄ．考察  
1．「診断としての老衰」と「死因としての
老衰(老衰死）」 
 高齢者の終末に向かっての身体の機能不
全はさまざまな形で生じる。特定の臓器や
器官の破綻が生じることもあるが、全身的
な衰弱として突然あるいは徐々に起きてく
ることがある。そうした状況の変化につい
て、医学的判断として「老衰」と診断する
ことも行われる。これは客観的な生物学的
な基準に基づいて行われる。すなわち診断
名としての「老衰」あるいは「老衰状態」
は、一つの実態として存在するといえよう。 
 他方、死亡した高齢者の死の原因を一つ
選択し「老衰」を死因として特定すること
は、老衰の診断を行うこととは異なる。「死
因」は医学プロセスのなかで身体的に特定
されるだけでなく、社会や文化の中で一人
の個人が消えたことの理由としての意味を
付与されるのである。すなわち、「死因」は
単に医療者が決定するだけでなく、ひとた
び公表されると、その死因を受け取る家族
や社会、あるいはまた亡くなった個人を意
味づけるためのラベルとして大きな意義を
もつ。 
「死因」は医学的に個人の死の原因を特

定し、あるいは公衆衛生学的に集団の健康
状態を把握し向上させていくための手段と
しての意義をもつだけではない。実体では
なく個人を分類するラベルとして機能する
のである。死因名として個体に付与するだ
けでなく、それをメッセージとして受け取
る家族や社会の側をも考慮する必要がある。 
 死因分類が個別に公表されることなく、
分類あるいは統計的なデータとしてだけ機
能するのであれば、その目的に応じた使い

やすい分類をすればよい。しかし、死亡診
断はメッセージであることを忘れてはなら
ない。 
 
2．老衰死の意味の変化 

20 世紀後半における老衰の病院での治
療そして死亡の経過の中で、医学的死因が
特定さ著しい減少は、自宅での死亡により
死因が特定できずに老衰とされていたケー
スが医学的死因に統合されていったことを
意味している。この時期の医療とくに病院
の整備は、人びとを取り巻く医療文化をい
ちじるしく変化させた。ひとびとは医療に
頼り、病院に依存することになっていった
のである。それは出産が自宅分娩から助産
施設へ、さらに病院での出産へと医療化さ
れていた時期と符合する。ひとは病院で生
まれ、ひととき社会で活動し、ふたたび病
院へ戻り、そこで亡くなる、という構図が
できあがったのが 20 世紀後半であった。 
 20 世紀後半の劇的な老衰の減少に比べ
れば、21 世紀になってからの老衰の増加は
標準化死亡率から見る限り微々たるもので
ある。「老衰」の粗死亡率は高齢人口の増加
によって急激に上昇したが、21 世紀の老衰
の増加は医療のあり方の変化でもあること
がわかる。 
 病院での死亡の減少、自宅あるいは施設
での死亡の増加が、死亡診断を行う医師、
また家族、施設との関係の変化の中で老衰
という死因メッセージが一つのあるべき姿
として認識され、増えてきたと考えられる。
ある意味では、健全な死として社会的に認
識される老衰が社会に受容され歓迎された
のである。 
その背景には、医学教育とくに卒後の臨

床教育の変化もあることを指摘しておきた
い。そのことは、令和 6 年度の医師国家試
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験で「老衰」が死因として正答肢となる設
問があり、出題者世代に「老衰死」が許容
されていると推測されることにも象徴的に
示されている。 

昔ながらの上下関係の中での臨床トレ
ーニングの指導関係のころのような「老衰
という死亡診断は医師としての敗北であ
る」という厳しい規律から、皮肉なことに
（よくいえば）民主的な平等な関係の中で
医師が自由になったといえないこともない。 
3．老衰死と自然死 

 「老衰」を死因として選択する場合、わ
が国の死亡診断書の様式では「死因の種類」
の項で、「１病死及び自然死」を選択するこ
とになる。これについては「令和 6 年版死
亡診断書（死体検案書）記入マニュアル」
には「疾病による死亡及び老齢、老化によ
る自然死」という説明がされている。さら
に、「老衰」については「死因としての『老
衰』は、高齢者で他に記載すべき死亡の原
因がない、いわゆる自然死の場合のみ用い
ます」と特記している。 
 ここでの「自然死」は医療介入のない 
natural history としての死を意味している
と思われる。しかし、先にも述べたように
現代では医療介入のない死はごくごく限ら
れた場合でしかない。20 世紀前半までの老
衰では、そのような事例がきわめて多くみ
られたであろうが、21 世紀の老衰では医療
介入のない死亡は考えにくい。そうすると、
アメリカで用いられているような natural 
death の方が現代社会では受け入れられや
すいのではないか。これが医療介入を前提
とした現代医療において、過剰な医療介入
を拒否する、あるいは停止したいと言明す
る患者や家族が経験するような死である。 
 ある一定以上の年齢で、著明な疾患のな
い場合に、多少の介入はありつつも過剰な

介入のない自然な状況に近い死を選ぶ現場
が多少とも存在し、それを老衰として死亡
診断として残すというやり方も現実にある。
「死亡診断書（死体検案書）記入マニュア
ル」についていえば、「自然死」とは何なの
かをある程度は明示していくことが必要で
ある。それが老衰記載についてのガイドラ
インと整合性を保つことになると考えられ
る。 
 
Ｅ．結論 
 20 世紀後半の老衰の減少と比べると、21
世紀になってからの老衰の増加は年齢調整
死亡率で見るとはるかに小さいものである。
しかし、老衰死亡の男女差が大きいことな
ど、生物学的というより社会文化的な背景
を重視する必要がある。 
 また、研究班の質的研究と関連して、従
来、定義なしでつかわれていた「自然死」
との混乱が「老衰」診断にも影響を与えて
る可能性がある。マニュアルでの説明の改
訂が必要と思われる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
林玲子、今永光彦、木下博之、丸井英二.
老衰死の現状と今後の対応、第 90 回日本
健康学会総会、口演 O5-05、北海道大学、
北海道札幌市 (2025.10.12) 
丸井英二. 永井久一郎：内務省衛生局統計
課初代課長の足跡、第 126 回日本医史学
会、奈良女子大学、奈良県奈良市
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（2025.11） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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